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My-ラップ通信は、My-ラップのオーナー様と、
My-ラップ運用チームを繋ぐ架け橋です。
毎月、お届けいたします。

『Ｍｙ-ラップ/オーナー』の

貴方様に

Ｍｙ-ラップ通信



- はじめに -

日頃より当社商品“SBIグローバル・ラップファンド(安定型／積極型)(愛称：My-ラップ)”を
ご愛顧頂き、ありがとうございます。

当月は10月の運用環境の背景と、コラムでは「改正銀行法がもたらす未来のサービス」
をテーマにして、詳しくお話しいたします。

今後とも、グローバルでの投資環境、運用状況、トピックス等について説明いたしますので、
末永いお付き合いを、よろしくお願い申し上げます。

平成29年11月

SBIアセットマネジメント My-ラップ運用チーム
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米国では、前月末にトランプ政権及び共和党が、法人及び個人に対する減税を中核と
する税制改革提案の詳細を公表しました。また、ハリケーンの影響はまだ残るものの、米景
気の回復感が強まっていることを示すように比較的強い経済指標が相次ぎました。これらを
受けて米国株式市場は堅調に推移しました。

欧州の景気は、引き続き堅調です。9月の購買担当者景気指数（PMI）は58.2 と、
前月(57.4)から上昇しました。一方で、物価上昇率は鈍い状況が続いています。また、
政治リスクが再燃（ドイツ連邦議会選挙結果、カタルーニャ地方の独立投票、オーストリ
ア下院選挙。その他、来年春に予定されているイタリア選挙等）したことや欧州中央銀行
（ECB）による金融政策動向に注目が集まっていることから様子見ムードが続いています。

日本については、外国人投資家によって連日の買いが入り、日経平均株価は史上初の
16連騰となる局面がみられました。衆議院選挙に注目が集まる中でアベノミクス継続への
期待感が追い風となり、日経平均株価は22,000円を超える水準まで上昇しました。
（日経平均株価は前月末比＋8.13％）。
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（出所）ブルームバーグのデータを基にSBIアセットマネジメントが作成
※データ期間：2017年4月28日～2017年10月31日
※2017年4月28日を100として指数化
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日経平均株価 ダウ工業株30種平均 香港 ハンセン指数
ブラジル ボベスパ指数 英国 FTSE100 ドイツ DAX

各国の株価指数の推移

- 10月の運用環境 -



安定型 積極型

プラス寄与
 日本大型株式
 為替（円安・ドル高）
 先進国（除く日本）大型株式

 日本大型株式
 為替（円安・ドル高）
 先進国（除く日本）大型株式

マイナス寄与  ヘッジファンド（ヘッジあり）  特になし
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今後の見通しについて、前月からの投資スタンスに大きな変化はありません。資産配分は前
月の方針を維持します。株式市場は緩やかな上昇を見込んでおり、配分は基本投資比率で
組入れを維持します。債券市場はやや軟調に推移すると予想しているため、日本債券、グロー
バル債券、先進国（除く米国）債券、新興国債券の配分を若干減少させる方針です。

今後の注目点は、海外は欧米の物価動向を注視している米連邦準備制度理事会
（FRB）とECBの金融政策動向、国内ではアベノミクス期待がどこまで継続するのかとい
う点です。経済成長率は緩やかであることから、金融政策の正常化も緩やかなペースとな
り、底堅く推移するものと想定されます。

10月の上昇・下落の主な要因は以下の通りです。

今後の運用方針今後の運用方針
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改正銀行法がもたらす未来のサービス

今回のコラムでは、近年2年連続で改正された銀行法をご紹介したいと思います。「銀行法」
と聞くと私たちの生活から縁遠いものに感じられる方も多いかも知れませんが、近年の改正の動
きは、“フィンテック（FinTech）”技術の普及とともに将来の私たちの生活を大きく変えるきっか
けになるかもしれません。

2016年5月に成立した改正銀行法（2017年4月施行）は、金融グループを巡る環境変
化、IT(情報技術)の急速な進展等を踏まえた制度面での手当を行うことを目的に改正されま
した。その中で、「ITの進展に伴う技術革新への対応」として、「金融関連IT企業への出資の
柔軟化」が図られました。具体的には、銀行等の議決権保有規制、いわゆる「5％ルール」※の
撤廃によって銀行がフィンテック企業を子会社化することが可能となりました。

※従来は、銀行が本業以外の事業により健全性を損なうことがないよう、銀行又はその子会社は合算して、国内の一般事業
会社の議決権の5％を超えて取得、又は保有することが禁止されていました。

さらに2017年5月に成立した銀行法（2018年施行予定）では、フィンテック（金融
×IT）の動きが世界的規模で加速するなか、利用者保護を確保しつつ、金融機関とフィン
テック企業とのオープン・イノベーション（連携・協働による革新）を進めていくための制度的枠
組みを整備するために改正案が出されました。こちらは、APIの公開がテーマになりました。

APIとは、Application Programming Interfaceの略であり、金融機関やクレジットカー
ド会社のシステムに接続するための仕様のことを言います。APIを通じた連携により、フィンテック
事業者は、金融機関やクレジットカード会社と“安全に”連携してサービスを提供できるようにな
るのです。

このように改正銀行法を通じて、金融機関に対しては2018年春からオープンAPI公開の努
力義務が課される一方、銀行システムに接続する企業に対しては登録制が導入されました。
銀行とフィンテック企業の協業を促し、利便性の高い金融サービスが生まれる下地を作ることが
狙いです。

-コラム-

-Ｐ4-



これらの環境変化を背景に、金融大手は有望なIT企業と組み、フィンテックへの取り組みを
加速しています。

今年9月29日に東証マザーズに新規上場した株式会社マネーフォワードは、このような取り
組みの代表例と言えるでしょう。個人の自動家計簿・資産管理サービス（以下「PFM」）や法
人向けクラウド会計サービスを提供している同社は、API連携サービスを利用し、接続先の金
融機関を拡大しています。

また、クラウド会計ソフトを提供するFreee株式会社は、今年5月に三菱東京UFJ銀行の法
人向けインターネットバンキングとのAPI連携を利用した振込機能の提供をスタートさせています。
これにより「クラウド会計ソフトfreee」上から三菱東京UFJ銀行の「BizSTATION」への振込
申請がワンクリックで完結できるようになりました。その他、フィンテックを活用した金融機関との協
業ビジネスモデル事例は、下記のようなものがあります。

さらに、10月13日の日本経済新聞では、金融庁がフィンテックの普及を目指し、関連法を
再編して新法を作ると報道されました。決済や送金などの業務を1つの法律で規制・監督し、
銀行とインターネット事業者らが同じ土俵でサービスを競えるようにするのが目的とみられます。

現在、国内ではマネーフォワードやFreeeなどの管理サービスが先行していますが、今後は割
り勘サービスやロボ・アドバイザーサービスなど新しいサービスの普及も見込まれます。フィンテック
企業は収益性などの課題もありますが、API公開と法整備を背景に、新しい企業やサービスの
誕生による株式市場の活性化も期待したいと思います。

以上

-コラム-
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分野 サービス内容

管理
●家計簿、PFM、会計など
例）Personal Financial Management(PFM)：個人の口座情報を登録すると、
残高情報などを自動で取得して一覧できるサービスを提供する。

支払い・受け取り 決済、送金（国内・国際）、割り勘サービスなど

調達・融資
●審査・与信、ローン、クラウドファンディングなど
例）審査：ECサイトの購入履歴など、これまでの審査では用いられてこなかった情報を
活用しビックデータ分析をすることで、より詳細な審査を行う。

運用 ●ロボ・アドバイザー、保険料見積もりの最適化など
例）ロボ・アドバイザー：AIを利用して、最適な運用プランを提案する。
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●本資料は、SBIアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全
性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。●本資料中のグラフ、数値等は作成時点の
ものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。●投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は
変動します。したがって、元本保証はありません。●投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。●ご購入の
際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご自身でご判断ください。
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ファンドの関係法人

委託会社
SBIアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第311号
加入協会 ／ 一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会
（信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

投資顧問
（助言）

モーニングスター・アセット・マネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1106号
加入協会 ／ 一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 三菱UFJ信託銀行株式会社
（ファンド財産の保管・管理等を行います。）


